
総合計画　　吹田市第４次総合計画

評価対象年度 令和７年度
限られた財源や人材などの行政資源が有効活用され、新たな行政課題に柔軟に対応しながら、持続可能な行政運営が行われているまち
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政策 1

提出日　

提出取りまとめ 行政経営部

令和8年7月10日

2

行政資源の効果的活用

効果的・効率的な行財政運営の推進

公共施設の最適化

働きやすい職場づくり・人材育成の推進

施策 1

令和８年度　行政評価調書

施策

施策 3

4

施策

大綱　 行政経営

ＩＣＴの利活用



＜取組内容＞
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・普通財産については、「吹田市公有地利活用の考え方」に基づき、市有地について、その特性や現況の利用状況を
的確に把握した上で、有償貸付や一部売払いを実施した。
・公共施設を経営資源として位置づけ、財務、供給及び品質の３つの視点の総合的かつ適切な調和を図り、最適化を
推進した。
・令和２年度に策定した吹田市公共施設（一般建築物）個別施設計画について、令和７年度に改訂を行った。
・吹田市公共施設総合管理計画を通して一般建築物やインフラ・プラント系施設に係る情報を管理するとともに、吹
田市公共施設（一般建築物）個別施設計画に基づき一般建築物の対策の進捗管理及び実行支援を行った。
・「公共施設(一般建築物)の改修や建替えをした件数」については、計画に基づく対策にあたり、案件ごとに各施設
所管部署と協議・調整を行いながら、対策を遅らせ、予算の平準化を図るなどの対応を行っているものもあり、実績
の件数として10件程度となっているが、進捗管理と実行支援を行い、対策を進めることが可能な案件については、確
実に進めているため、進捗状況を「Ｂ」とした。なお、目標達成年度である令和10年度に向けて、予定している年間
対策件数はより増えていく予定であり、実績は目標値に近づいていく見込みである。

・施策指標「ＩＣＴを活用した行政サービスの稼働休止時間」について、令和７年度は開庁時間中の住民情報系シス
テムの障害が１回発生し、数名の来庁者の手続に影響が生じた。住民情報系システムの年度稼働率としては99.91％
であることに加え、現在、庁舎内のサーバー等について、外部のデータセンター（クラウド）に移行することにより
業務継続性を高める取組を進めており、目標値の達成に向けて計画どおり進んでいる状況であるため、進捗状況は
「Ａ」としている。
・施策指標「電子化対応済の行政手続におけるオンライン申請件数の割合」の実績値について、電子申請件数自体は
増加しているものの、申請率の伸びは鈍化している。市民が電子申請にアクセスしやすい環境の整備に努める。※一
部手続の集計漏れがあったため、施策指標２の令和６年度実績値を23.7％から21.2％に訂正した。
代表的な取組として、次の通りＩＣＴの利活用による行政運営の効率化を図った。
・共通基盤システムの標準化及びクラウド化対応を行った。
・ペーパレス会議を始めとする多様な働き方の実現を目指し、主要な出先庁舎において、業務用端末から行政事務系
ネットワークに無線接続できるよう、無線LANの整備を行った。
・ローコードツール及び有料版対話型生成AIの実証実験を継続実施し、業務改善効果を確認できたため、令和８年度
以降の本格導入を決定した。
・会計年度任用職員も含めた全職員に対して情報セキュリティ研修を実施し、受講率が100％に達した。

8-1-4 市民の利便性の向上や行政運営の効率化を図るため、オンラインでの申請・使用料支払いなど、ＩＣＴの利活用とデジタ
ルデバイド対策を進め、自治体ＤＸの推進を図ります。災害発生時などにおける行政サービスの継続性を確保するととも
に、ＩＣＴ技術のさらなる進展や普及に伴うリスクの複雑化に対応するため、職員への研修をはじめとして、情報セキュ
リティ管理の強化を図ります。

ＩＣＴの利活用

時代の変化を見据えながら、行政課題に適切かつ柔軟に対応できる職員を育成をめざします。また、市民対応能力や
政策立案能力の向上など、職員の能力開発に資する職員研修の充実や人事評価制度の活用などを進めるとともに、
ワーク・ライフ・バランスの実現など、職員が働きやすい職場づくりを進めます。働きやすい職場づくり・人材育成の推進

人事管理事業 ・令和７年度は主に必須受講研修の実施件数・参加者数が減少したことにより、目標の１人当たり７回は未達成で
あったが、研修に係る費用が上昇している中、研修の質向上を重視しつつ、一定の受講回数を維持できたため進捗状
況は「B」とした。今後も、職員のスキルアップや組織力強化のため、ニーズに即した研修の実施に努め参加率の向
上を図る。
・人材育成基本方針について、令和８年度（2026年度）の改正に向けた骨子案の作成を行うとともに、人事評価制度
について、基本方針の改正に伴う課題の検証を行った。
・組織マネジメント、業務プロセス改善、実務能力向上に資する研修への参加を促進するとともに、フレックスタイ
ム制度を試行実施するなど柔軟な働き方を選択できるように取り組み、ワーク・ライフ・バランスを推進した。
・テレワークを行う期間等を拡大し、積極的にテレワークを活用するよう所属長に周知を行った。

情報システム運用事業

8-1-3

8-1-2 学校や公民館などの一般建築物のほか、道路や上下水道なども含めた公共施設について、日常的な維持管理や老朽化
した施設の更新などを適切に行うとともに、施設の複合化や集約化、公有地の利活用を図るなど、総合的かつ計画的
な管理を進めます。公共施設の最適化

財産管理事業

資産経営事業

企画政策事業 ・行政評価において、施策の推進及び効果的かつ効率的な事業実施に資する評価を実施した。
・押印見直し方針に基づき、申請書等の手続に係る押印について、法令に義務付けがあるものなどの例外を除き、原
則廃止とする見直しを進めた。
・人件費を含めた総事業費の抑制に向け、業務効率化の促進及び効果的・効率的な組織構築、既存事業の見直しの徹
底により、増員によらない業務執行体制の構築を進めた。
・社会保障関係経費の増大等が見込まれる中にあっても、財政の健全性の維持と将来への必要な投資の両立を図りな
がら、適切な予算を編成することができた。
・施策指標「公債費比率」については、適切な市債管理を行ったことにより目標を達成したものの、「財政調整基金
残高の標準財政規模に対する割合」については決算における収支不足に対応するために繰り入れたこと等により目標
未達成となった。
・予算編成段階から経費の精査を徹底し、収支均衡を図る努力の積み重ねを通じた黒字化によって決算剰余金を積み
上げ、財政調整基金の残高回復を目指す。

行財政改革推進事業

財政事務事業

めざすまちの姿 限られた財源や人材などの行政資源が有効活用され、新たな行政課題に柔軟に対応しながら、持続可能な行政運営が行われているまち

基本計画本文

施策を構成する管理事業 施策の取組状況

8-1-1 行政評価の取組を強化しながら、その結果を実施計画、予算に反映し、行政課題に効果的・効率的に対応します。ま
た、中核市としての権限の発揮や、「NATS（ナッツ）」など近隣自治体との広域連携に努めます。あわせて、民間活
力の導入も含めた業務プロセスの改善によって、簡素で効果的行政組織の構築を図ります。効果的・効率的な行財政運営の推進

第４次総合計画　施策の評価シート

評価対象年度 令和７年度
大綱

行政経営
政策

行政資源の効果的活用
8 1



＜施策指標等の推移＞

SDGｓのゴールに関連する施策および施策指標と評価

120

Ａ

Ａ

100

48

Ｂ

Ａ -

ＢＢ - Ｂ Ｂ

Ａ ＡＡ Ａ Ａ

Ｂ

Ｃ ＣＣ Ｃ Ｃ - ＣＣ -

4

ＩＣＴを活用した行政
サービスの稼働休止時間
（単位：分） Ａ -

電子化対応済の行政手続
におけるオンライン申請
件数の割合（単位：％） Ｃ -

Ｂ - -

- Ａ

- Ｂ

3

職員１人当たりの年間研
修受講回数（単位：回） - Ｂ Ｂ

- - Ｂ - -

Ｂ Ｂ

年間の時間外勤務時間数
が360時間以下の職員数
の割合（単位：％）

- - Ｂ

Ａ - - -- - - -

Ａ Ａ

2

一般建築物の個別施設計
画の策定が完了した割合
（単位：％） - -

- - Ａ Ａ Ａ -

Ａ

公共施設（一般建築物）
の改修や建替えをした件
数（単位：件） - - - -

Ｃ Ｃ

公債費比率（単位：％）

- - -

Ｃ Ｃ Ｃ -- - -

施策指標２ 電子化対応済の行政手続におけるオンライン申請件数の割合（単位：％）

No 施策指標

1

（財政調整基金残高（単
位：億円））
【改訂】財政調整基金残
高の標準財政規模に対す
る割合（単位：％）

- -

30%
年度

策定時
（平成30年度）令和元年度 令和２年度 令和３年度

進捗状況 Ｂ

令和９年度
（平成29年度）

実績 -

令和４年度 令和５年度 令和６年度

18.4 15.7 21.2

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

進捗状況 Ａ Ａ Ａ

0 120

Ａ Ａ Ａ Ａ

89.6 91.2

8-1-4 ＩＣＴの利活用

0分

施策指標１ ＩＣＴを活用した行政サービスの稼働休止時間（単位：分）

年度
策定時

（平成30年度）令和元年度 令和８年度 令和９年度
（平成29年度）

実績 144 240 0 0 0 0

4.6

Ｂ

施策指標２ 年間の時間外勤務時間数が360時間以下の職員数の割合（単位：％）

100%
年度

策定時
（平成30年度）令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

（平成29年度）

実績 -

Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

2.8 6.4 4.6 5.6

7回

施策指標１ 職員１人当たりの年間研修受講回数（単位：回）

年度
策定時

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度
（平成29年度）

実績 5.9 4.3 3.6 1.6

（平成30年度）令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

進捗状況

令和７年度 令和８年度 令和９年度

8-1-3 働きやすい職場づくり・人材育成の推進

- Ｂ Ｂ

21 28 37

130件
年度

策定時
（平成30年度）令和元年度 令和２年度 令和３年度

Ａ Ａ Ａ Ａ

（平成29年度）

実績 -

令和４年度 令和５年度 令和６年度

進捗状況

進捗状況 Ａ Ａ Ａ

施策指標２ 公共施設（一般建築物）の改修や建替えをした件数（単位：件）

8-1-2 公共施設の最適化

100%

施策指標１ 一般建築物の個別施設計画の策定が完了した割合（単位：％）

年度
策定時

（平成30年度）令和元年度 令和８年度 令和９年度
（平成29年度）

実績 0 0 0 100 100 100

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

令和７年度

8.3

進捗状況 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

- - -

施策指標２ 公債費比率（単位：％）

10％以下
年度

策定時
（平成30年度）令和元年度 令和８年度 令和９年度

（平成28年度）

実績 7.5 7.1 7.6 7.4 7.6 8.3

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

令和４年度 令和５年度 令和６年度

進捗状況 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ

（130） （143）

Ｃ

実績
15.2

8-1-1 効果的・効率的な行財政運営の推進 目標値
（令和10年

度）施策指標１
（財政調整基金残高（単位：億円））
【改訂】財政調整基金残高の標準財政規模に対する割合（単位：％）

年度
策定時

（平成30年度） 令和７年度 令和８年度 令和９年度

100億円
（改訂）
20％確保

（平成28年度）

（106.3） （122） （134） （128）

令和元年度 令和２年度 令和３年度

進捗状況 - Ｂ Ｂ

- Ｂ Ｂ Ｂ -

22.8

Ｃ- Ｃ

令和７年度 令和８年度

- - 18.1 15.4 13.4

令和７年度

92.2 95.0

Ｂ

7.8 7.7

令和７年度

100 100

令和６年度


